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水道等の防災対策の推進

○ 令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、災害時の水の確保が極めて重要であることに鑑み、地方団体の水道事業等の
防災対策を強化するため、地方財政措置を拡充

１．水道管路耐震化事業に係る地方財政措置の拡充

２．公営企業債（防災対策事業）の創設～発災後の水の確保等への備え～

現行の病院事業債（災害分）を改編のうえ、以下①②の事業を追加（令和10年度まで）し、

「公営企業債（防災対策事業）」を創設

①病院事業 ： 災害拠点病院等における給排水管の耐震性能の確保工事

②水道事業 ： 水道施設が被災した際の応急給水のための設備（給水車、

防災用井戸、可搬式浄水設備）の整備※３

【地方財政措置】

元利償還金の70％※４を普通交付税措置

＜地方財政措置（特別対策分）＞

【拡充内容】

①上積事業費の算出方法を、管路更新率を基準とする方法から、事業費を基準とする方法に見直し※２

②特別対策分の対象要件を、家庭用料金及び資本費が全国平均以上の団体に見直し※２（要件を緩和）

③一般対策分の対象団体に用水供給事業者を追加

【事業期間】 令和10年度まで

【対象経費】 水道管路の耐震化事業のうち、 通常事業費を超えて

実施する事業（上積事業費）

【地方財政措置】 対象経費のうち一定割合※１を一般会計出資債の対象とし、

元利償還金の50％を普通交付税措置

＜地方財政措置＞

※２ ①、②については、令和７年度に限り、令和６年度の基準及び要件を併用

※３ 機能向上を伴わない更新・改築事業を除く

（耐震管の敷設工事）

（給水車）

※１ 経営条件が厳しいこと等の要件を満たす団体は1/2（特別対策分）
それ以外の団体は1/4（一般対策分）

※４ 国庫補助事業にあっては50％

資料1-2
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（１）病院事業

対象医療機関※１が災害時における救急医療の提供のために必要な施設整備として行う事業のうち、通常の診療に必要な施設を上回る下記

の施設の整備（建物の新築、増改築等にあわせて行う場合を含む。）

ア 耐震化を必要とする医療機関として必要となる既存建物に対する補強工事（給排水管の耐震性能の確保工事を含む。）

イ 備蓄倉庫、自家発電装置、受水槽、ヘリポート、免震装置等の設置（これらの設備の嵩上げ・上層階への移設を含む。）

ウ 外壁の補強、防護壁の設置その他土砂による災害の防止に必要な施設整備

（２）水道事業

応急給水のための設備（給水車、防災用井戸、可搬式浄水設備）の整備※２

給排水管の耐震性能の確保工事及び応急給水のための設備の整備は、令和10年度まで

病院事業については通常の診療に必要な施設を上回る分、

水道事業については地方負担額の１／２に、

「公営企業債（防災対策事業）」を充当した上で、元利償還金の全額を

一般会計繰出の対象とし、その元利償還金の７０％※３を普通交付税措置

（残余については、通常の公営企業債を充当）

給水車

公営企業債（防災対策事業）の創設

公営企業債（防災対策事業） 通常の公営企業債

一般会計負担（繰出）
地方負担額の1/2 ※４

企業会計負担

元利償還金の70%を普通交付税措置
（補助事業は50％）

※４ 病院事業は、通常の診療に必要な施設を
上回る分

○ 令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、現行の病院事業債（災害分）を改編のうえ、災害拠点病院等における給排水管の耐震性能

の確保工事及び水道事業における水道施設が被災した際の応急給水のための設備（給水車、防災用井戸、可搬式浄水設備）の整備

を対象事業に追加し、公営企業債（防災対策事業）を創設

※１ 対象医療機関

・ 災害拠点病院 ・災害拠点精神科病院

・ 地震防災対策特別措置法に基づく「地震防災緊急事業５箇年計画」に定められた耐震化を必要とする医療施設

・ 土砂災害危険箇所に所在する医療施設 ・ 救命救急センター、病院群輪番制病院、小児救急医療拠点病院等

※２ 機能向上を伴わない更新・改築事業を除く

※３ 国庫補助事業にあっては50％

１．対象事業

２．事業期間

３．地方財政措置
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○ デジタル活用推進計画に位置付けて公営企業が実施する地域の課題解決に資するシステムの導
入及び情報通信機器等の整備等※1に係る地方単独事業等について、一般会計が補助を行う場合に
は、一般会計においてデジタル活用推進事業債（仮称）を充当可能とする。

公営企業におけるＤＸの推進について

（オンライン診療）

１．一般会計からの補助に対する地方財政措置 （水道スマートメーター）

２．公営企業債の同意等対象経費の拡大

※1 病院・介護サービス事業に必要な機器については、従前どおり病院事業・介護サービス事業債で対応

（運行情報提供システム）

（AIを活用した管路劣化状況点検）

公営企業債（資⾦⼿当）⼀般会計からの補助

交付税措置率50％※2

⼀般会計

公営企業

※2 国庫補助事業の地方負担を除く

デジタル活⽤推進事業債（仮称）

３．事業期間 令和11年度までの５年間

○ デジタル活用推進計画に位置付けて実施する上記の事業について、資金手当として公営企業
債を充当することも可能とする。

充当率90％
＜地方財政措置＞
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①ア 住民サービスの提供に必要なシステムの導入（初期経費）※

＜フロントヤード＞
書かない窓口システム（来庁者が申請書を記入せずに手続ができるようにするシステム）

オンライン申請システム（自宅等からインターネットを利用して、行政手続きを可能にするシステム）

証明書コンビニ交付システム（コンビニで各種証明書の取得を可能とするシステム）

リモート窓口システム（行政相談やオンライン申請サポートを、支所・公民館等でオンラインで実施するシステム）

公共施設予約システム（公共施設の使用予約についてオンラインで可能とするシステム）

＜教育・子育て＞
オンライン学習システム（教室以外の場所でオンライン学習を可能とするシステム）

こども見守りシステム（こどもが地域の見守りポイントを通過した情報を把握し保護者へ提供するシステム）

＜インフラ・防災＞
防災情報提供システム（防災情報や災害発生時の情報を発信・共有するシステム）

＜関連システムの改修＞
フロントヤードシステムとデータ連携するシステムの改修（オンライン申請システム等で申請された情報を職員が手入力することなく、データ対応を可能と

するために必要なバックヤードの業務システムの改修）

eLTAX公金収納のための関連システム改修（eL-QRを付した公金納付書を発行し、eLTAXとデータ連携するためのシステム改修）

デジタル活用推進事業債（仮称）の対象事業イメージ①

(1) 行政運営の効率化・住民の利便性向上を図る自治体DXの推進

※システムの移行・開発経費が対象
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②ア 住民利用の情報通信機器、住民サービスの提供に必要な職員利用の情報通信機器の購入

＜フロントヤード＞
カードリーダー（マイナンバーカード等の情報を読み取る機器）

住民窓口設置端末（書かない窓口やオンライン申請のサポートのために住民又は職員が使用する端末）

キャッシュレス機器（クレジットカード・電子マネー・QRコード等で公金を決済できる機器）

キオスク端末（庁舎・公民館・郵便局等においてセルフで証明書を取得できる端末）

＜教育・子育て＞
児童生徒用１人１台端末 ※資金手当としてデジタル活用推進事業債の対象

見守りカメラ・センサー（こどもの動静を把握し、システムに伝送するカメラ・センサー）

＜インフラ・防災＞
点検用ドローン（効率的に橋りょう等のインフラを点検するドローン）

②イ 公共施設のネットワーク環境の整備

公民館等住民窓口拠点施設内のLAN環境の構築
学校施設内のLAN環境の強化

①イ 共同調達によるシステムの導入

＜①ア以外で、共同調達によるシステムの導入事例＞
共同調達による業務改善ツール
共同調達による財務会計システム
共同調達による人事給与システム
共同調達による文書管理システム

デジタル活用推進事業債（仮称）の対象事業イメージ②
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地域の課題解決に資するシステムの導入及び情報通信機器等の整備

＜日常生活に不可欠なサービスの確保＞
オンライン診療用システム（診察予約から診療、決済までをオンライン上で行うシステム）

住民向けＭａａＳ（複数の交通手段にまたがる運行情報の提供、予約・支払い等を可能とするシステム）

バス運行情報提供システム（バス位置情報をリアルタイム監視し、利用住民へ運行情報を案内するシステム）

オンデマンド交通システム（AIを活用した効率的な配車により、利用者予約に対し最適配車を行うシステム）

高齢者見守りシステム（高齢者の様子に異変が起きた際に素早く察知・情報連携するシステム）

水道管路劣化状況点検システム（AIを活用した衛星映像の解析により管路の劣化状況を点検し、更新修繕の最適化を図るシステム）

水道スマートメーター（遠隔で検針値等のデータを取得でき、検針の効率化、漏水の早期発見に寄与する機器）

＜地域産業の生産性向上＞
農業用ドローン（農薬や肥料を散布するドローン）

営農環境モニタリングシステム（ハウス内の温度環境等をモニタリングし、出荷時期の予測を可能とするシステム）

観光アプリ（観光情報の発信や、割引券の発行などを可能とするアプリ）

地域通貨システム（地域電子マネー導入によるキャッシュレス化を行うシステム）

＜移住及び定住並びに地域間交流の促進＞
サテライトオフィス・コワーキングスペースにおけるPC設置及びLAN環境の構築

デジタル活用推進事業債（仮称）の対象事業イメージ③

(２) 地域の課題解決を図る地域社会DXの推進

※ 補助の対象となる公共的団体等の例
公益財団法人、公益社団法人、農業協同組合、商工会、商工会議所、社会福祉法人、地方財政法５条５号に規定する国又は

地方公共団体が出資している法人 等
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対象外となる専ら自治体内部の事務処理を目的とする情報システム・情報通信機器の例

＜内部管理を目的とするシステム＞
財務会計システム、人事給与システム、文書管理システム

＜職員の事務処理を目的とするシステム＞
基幹系システム、県税務システム、環境情報システム、高校奨学金貸付システム、住民基本台帳ネットワークシステム、統合宛名システム、

RPA等の業務改善ツール、設計施工管理システム、電子カルテシステム

＜職員の事務処理を目的とする情報通信機器＞
職員業務用端末、教員校務用端末、庁内システムサーバ

＜職員の事務処理を目的とするネットワーク＞
庁内LAN

○ 専ら自治体内部の事務処理を目的とし、既に地方交付税等により別途財政措置が講じられているものや、住民や地域に対し直接・明確に
効果が波及しないものは、（共同調達によるシステム導入を除き）対象外

デジタル活用推進事業債（仮称）の対象外事業イメージ
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デジタル活用推進計画の規定事項

〇 以下の１～３について、デジタル活用推進計画に規定することを想定

デジタル活用推進計画の規定事項（想定）

１ デジタル活用の基本的な方針（ビジョン）

２ 事業の内容・実施期間・事業費

３ デジタル活用による行政運営の効率化や住民の
利便性向上、地域の課題解決の効果

参考：自治体DX推進計画【第3.0版】（総務省・令和6年4月改定）

相互に関連するDXの取組を総合的かつ効果的に実施し、全庁的

にDXを強力に推進していくためには、DX推進のビジョン及び工程表

から構成される全体的な方針（以下「全体方針」という）が決定される

必要があり、その全体方針は広く自治体内で共有されるべきである。

※ 各自治体がDX推進に関する計画等を策定している場合には、上記規定事項を盛り込むことにより、デジタル活用推
進計画として位置付けることが可能
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デジタル行財政改革の今後の取組（概要）

 国・地方の共通システムの対象候補の選定

 各府省庁による所管分野のBPR（業務の見直し）

 「政策ダッシュボード」、「RSシステム」を活用した見える化推進

 令和６年秋 行政事業レビューの実施（11月14・15日）

国・地方デジタル共通基盤の整備 EBPMによる見える化・政策の改善

 医療情報の利用推進、電子処方箋の導入促進

 介護ロボット・ICT機器の導入促進等を通じた生産性向上





教
育
・

子
育
て

医
療
・

介
護

教育データの利活用、次世代校務DX環境の整備  上下水道DXによる持続性確保

保活のワンストップの実現  ドローンの事業化加速
イ
ン

フ
ラ

 調達時のスタートアップの知財保護に向けたガイドライン策定

 DX人材のリスキリングと企業採用のマッチング環境の整備

 AI、デジタル技術等を活用した労働基準監督行政DX

 国・地方のアナログ規制の見直し

ス
タ
ー
ト
ア
ップ

・人
材
等

公共サービスにおけるDX（規制・制度・業務の見直しとセットで実施）

 レベル４の自動運転バス・タクシーの実装加速

 ライドシェアについて、骨太方針に従い対応

 広域でのモビリティデータ連携・活用基盤の整備促進

モ
ビ
リ
テ
ィ

 広域災害における被災者データベースの構築等
防
災

重要分野のデータ利活用の法制度の評価・検討

 2024年内に検討会を立ち上げ、医療等の重要分野におけるデータ利活用の課題等について検討を行い、2025年夏を目途にとりまとめ

 相談記録プラットフォームの構築
福
祉

相
談

令和６年１２月２５日

上下水道ＤＸ推進検討会（第１回）

資料２－１抜粋 
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今後の取組課題／これまでの成果

（上下水道）

 上下水道の管理業務・データといった「ソフト
」の共通化・標準化を進めることにより、シス
テム・施設といった「ハード」の連携や統合を
含む広域化につなげる取組を上下水道一体で官
民が協調して推進

（ドローン）

 コスト低減等により経済性の課題を克服し、
ドローン事業化を更に加速するため、中山間地
域でのドローン航路整備による物流・インフラ
点検の共同事業プランの実装（2024年度中に一部地域

で航路を180km以上整備し、プランの先行実装を開始）

 社会・経済の基盤である上下水道について、担
い手不足、施設の老朽化、耐震化の遅れ等によ
り、災害復旧にも支障が生じている中において
も、サービスを維持するため、自治体の広域連
携を進め、経営の改善を図ることが課題

 物流の担い手不足の課題に対し、ドローンの事
業化を加速するため、これまで、レベル3.5飛行
制度の創設（2023年12月）や飛行に係る許可・承認
手続期間の大幅短縮（2024年度中）に向けた取組等
を実施

デジタル行財政改革のこれまでの成果と今後の取組④
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• デジタル技術の活用や広域連携の推進による上下水道インフラ・サービスの持続性の確保。

• ドローンを活用した事業環境の整備による事業化の加速。

AS-IS（現状と課題）

（上下水道DXによる持続性確保）

• 現場の担い手不足が加速し、老朽化する施設の維持更新需要の増
大に対応できない状況が全国で進展。能登半島地震においても、
耐震化の遅れ等により上下水道インフラの復旧が遅れ、生活再建
に支障。

• 各自治体においては、長年にわたり工夫が重ねられた結果、業務
実施やデータ管理等の手法が様々に発達。

• 上下水道インフラ・サービスを維持するためには、デジタル技術
を活用しながら、優れた成果の出ている業務実施手法等を具体化
し、水平展開を図ることが必要。

（ドローンの事業化加速）
• 物流の担い手不足が進む中、ドローンの事業化を加速するため、

これまで、レベル3.5飛行制度の創設（2023年12月）や飛行に係る
許可・承認手続期間の大幅短縮（2024年度中）に向けた取組等を
実施。

TO-BE（目指すべき姿）

（上下水道DXによる持続性確保）

• 上下水道の管理業務・データといった「ソフト」の共通化・標準
化を進めることにより、システム・施設といった「ハード」の連
携や統合を含む広域化につなげる取組を上下水道一体で官民が協
調して推進。

• それにより、現場の担い手不足を補い、施設の維持管理・更新の
効率的・効果的な実施が可能となることで、災害発生時を含めて
上下水道サービスが持続的に提供される社会を実現。

（ドローンの事業化加速）
• コスト低減等により経済性の課題を克服し、ドローン活用を加速

することで、物流ネットワークの維持やインフラの効率的・効果
的な維持を実現。

Action（打ち手の方向性） （★新規の取組）

（上下水道DXによる持続性確保）＜関係省庁：国土交通省、総務省、農林水産省、経済産業省、デジタル庁＞

• 自治体の業務ノウハウの見える化による優れた業務の水平展開と、AIや人工衛星等DX技術活用促進による業務の効率化（★）

• インフラの効率的な維持管理・更新や速やかな災害復旧に資する施設管理情報の整備・管理の標準化（★）

• DX技術の実装加速等（DX技術カタログの策定、取組状況の可視化等）（★）

（ドローンの事業化加速）＜関係省庁：経済産業省、国土交通省＞

• 中山間地域でのドローン航路整備による物流・インフラ点検の共同事業プランの実装（2024年度中に一部地域で先行実装を開始）

インフラ：上下水道DXによる持続性確保、ドローンの事業化加速
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○ 急激な人口減少等に伴い、サービス需要が大幅に減少するおそれ

○ 施設の老朽化に伴う更新需要の増大

○ 職員数が減少する中、人材の確保・育成が必要

○ 特に中小の公営企業では、現在の経営形態を前提とした経営改革の取組だけでは、将来にわたる住民サービス

を確保することが困難となることが懸念

公営企業の現状及びこれからの課題

事業廃止

投資・財政計画（基本10年以上）の策定

人材確保、
組織体制の整備

新技術、ＩＣＴの
活用

抜本的な改革の検討

広域化等・
民間活用

相互に反映

 公営企業が行っている事業の意義、経営形態等を検証し、今後
の方向性について検討

 経営戦略に基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、
経営基盤を強化し、財政マネジメントを向上

 中長期の人口減少の推計等を踏まえた、ストックマネジメントの
成果や将来需要予測を反映させながら、投資・財政計画を策定

 各公営企業において、令和７年度までに改定を行う

更なる経営改革の推進

さらに厳しい経営環境

投資試算 財源試算

（計画期間内に収支ギャップを解消する）

①事業そのものの必要性・
公営で行う必要性

②事業としての持続可能性

③経営形態
（事業規模・範囲・担い手）

民営化・民間譲渡

広域化等 （※）

民間活用

公営企業の「見える化」

公営企業会計の適用拡大 経営比較分析表の作成・公表

 複式簿記による経理を行うことで、経営・資産の状況の「見える化」を推進
→ 将来にわたり持続可能なストックマネジメントの推進や、適切な原価計算に基づく料金水準の設定が可能
→ 広域化等や民間活用といった抜本的な改革の取組にも寄与

 経営指標の経年分析や他の地方公共団体との比較を通じて、経営の現状及び課題を分析

※ 広域化等とは、事業統合をはじめ施設の共同化・管理の共同化などの広域的な連携、
下水道事業における最適化などを含む概念

経営戦略の策定・改定
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2028年度
~2030年度

集中取組期間
2024年度 2027

年度
2026
年度2025年度

地
方
自
治
体
の
財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

通常国会 年末 通常国会

≪主担当府省庁等≫

②地方公営企業（水道・下水道・公立病院等）等の経営改革

年末

経営戦略の改定や公営企業会計の適用、公立病院の経営強化などについて、地方公共団体に対するアドバイザー派遣による支援制度
の充実を図り、公営企業の経営改革を更に推進。

事業廃止、民営化・民間譲渡、広域化等及び民間活用といった抜本的な改革を推進。

（ⅰ）公営企業の業務効率化と抜本的な改革等の推進

９分野の経営比較分析表について、抜本的な改革の検討にも資するよう、一覧して容易に閲覧できる形で公表するなど、各地方公共
団体における活用による「見える化」を推進。

概算要求
税制改正要望等

取組の進捗や施策の
効果について把握・
評価を行い、今後の
取組を検討のうえ、
推進。

経営戦略を改定済の事業につい
て、内容を充実する観点から、
一定期間ごとの見直しを推進。

（ⅱ）公営企業会計の適用促進

重点事業(下水道、簡易水道事業)について、人口３万人未満の地方公共団体においても、公営企業会計の適用を一層促進。

その他の事業(港湾整備、市場、と畜場、観光施設等)について、資産規模や更新投資の多寡などの実情や費用対効果を踏まえた、公
営企業会計の適用に向けた取組を促進。

取組の進捗や施策の
効果について把握・
評価を行い、今後の
取組を検討のうえ、
推進。

経営戦略を策定済の事業について、今後の人口減少等を加味した料金収入の反映やストックマ
ネジメント等の取組の充実により、中長期の収支見通し等の精緻化を図り、料金改定や抜本的
な改革を含め、収支均衡を図る具体的な取組の検討を行った上での改定を推進。

経済・財政新生計画改革実行プログラム2024①

《総務省》

《総務省》
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2028年度
~2030年度

集中取組期間
2024年度 2027

年度
2026
年度2025年度

地
方
自
治
体
の
財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

通常国会 年末 通常国会

≪主担当府省庁等≫

年末

持続的経営を確保するための具体的な方針に基づく取組を推進。

官民連携活用の好事例、先行事例の歳出効率化や収支等への効果を公表するほか、水道カルテ等による料金の適正化、ＩＣＴ等デ
ジタル技術を活用した管理(水道事業者等における水道施設台帳の電子化や、水道情報活用システム・スマートメーター等のＣＰＳ
／ＩｏＴの活用)、上下水道一体でのＰＰＰ／ＰＦＩの導入や広域化・連携を促進。

水道情報活用システムの全国への水平展開を進めるため、ベンダー各社の連携や水道標準プラットフォームの周知の促進、関連機
器の標準化、技術開発の進展や情報利活用の高度化等への対応のためのシステム標準仕様の改定等への支援。

《総務省、農林水産省、国土交通省、経済産業省》

各都道府県が策定した水道広域化推進プラン等に基づく広域化の推進の取組をフォローアップし、引き続き支援措置を講ずるととも
に、各都道府県に対し、必要に応じプランを改定するよう促す。

②地方公営企業（水道・下水道・公立病院等）等の経営改革

（ⅲ）水道について、広域化･共同化、デジタル化、民間知見の取込み等の持続的経営を確保するための取組の推進

取組の進捗や施策の
効果について把握・
評価を行い、今後の
取組を検討のうえ、
推進。

都道府県に対し、更なる広域化の取組の検討を促すとともに、市町村等に対し、広域化の検
討結果を経営戦略の改定に反映することを促す。

取組の進捗について把握・評価を行
い、今後の取組を検討。

経済・財政新生計画改革実行プログラム2024②
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税制改正要望等



2028年度
~2030年度

集中取組期間
2024年度 2027

年度
2026
年度2025年度

地
方
自
治
体
の
財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

≪主担当府省庁等≫

年末

改正下水道法等に基づく協議会の活用による広域連携に向けた検討・協議を推進。

先行事例の歳出効率化や収支等への効果を公表するほか、使用料の適正化、ＩＣＴ等デジタル技術を活用した管理、上下水道一体で
のＰＰＰ/ＰＦＩの導入や広域化・連携を促進。

具体的な検討を進めている地方公共団体に対する個別支援を継続する。また、先進的な取組を進めている地方公共団体のノウハウを
横展開するとともに、ＰＰＰ/ＰＦＩ導入の成果について周知する。

《総務省、農林水産省、国土交通省、環境省》

②地方公営企業（水道・下水道・公立病院等）等の経営改革

（ⅳ）下水道について、広域化･共同化、デジタル化、民間知見の取込み等の持続的経営を確保するための取組の推進

取組の進捗や施策の
効果について把握・
評価を行い、今後の
取組を検討のうえ、
推進。

人口減少等に伴うサービス需要の減少、施設の老朽化に伴う更新需要の増大などの公営企業を取り巻く厳しい経営環境や、2026年度
における、汚水処理施設整備の概成を見据えながら、持続的経営を確保するための具体的な方針に基づく取組を推進。

各都道府県が策定した広域化・共同化計画の実施にあたっての課題を整理するとともに、各都道府県に対し、必要に応じ計画を改
定するよう促す。また、本計画に基づく取組に対して支援措置を講ずることにより広域化の取組を推進。

都道府県に対し、更なる広域化・共同化の取組の検討を促すとともに、市町村等に対し、広
域化・共同化の検討結果を経営戦略の改定に反映することを促す。

取組の進捗について把握・評価を行
い、今後の取組を検討。

経済・財政新生計画改革実行プログラム2024③
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2028年度
~2030年度

集中取組期間
2024年度 2027

年度
2026
年度2025年度

地
方
自
治
体
の
財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

≪主担当府省庁等≫

年末

財政的リスクの高い第三セクター等と関係を有する地方公共団体における経営健全化のための方針の策定状況を調査し、未策定の地
方公共団体に対して策定を促す。

経営健全化のための方針に沿った取組状況を毎年度把握・公表することにより、地方公共団体による第三セクター等の経営健全化を
推進。

各公立病院が策定した「公立病院経営強化プラン」について、必要に応じプランを見直すよう促す。また、本プランに基づく取組に
対して支援措置を講ずることにより、持続可能な地域医療提供体制を確保するための経営強化の取組を推進。

②地方公営企業（水道・下水道・公立病院等）等の経営改革

（ⅴ）公立病院について、持続可能な地域医療提供体制を確保するための経営強化の推進

（ⅵ）第三セクター等について経営健全化のための方針に基づく取組を推進

取組の進捗や施策の
効果について把握・
評価を行い、今後の
取組を検討のうえ、
推進。

取組の進捗や施策の
効果について把握・
評価を行い、今後の
取組を検討のうえ、
推進。

経済・財政新生計画改革実行プログラム2024④

《総務省》

《総務省》
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経営戦略の策定・改定状況（令和６年３⽉31⽇時点）
経営戦略の策定状況

未策定の事業や、既に経営戦略を策定している事業でより質を⾼めるための改定に取り組む事業に対しては、「策定・改定ガイドライン」や「策定・改定
マニュアル」のほか、JFMと共同で実施している経営・財務マネジメント強化事業によるアドバイザー派遣の活⽤を促し、策定・改定を促進。

策定・改定状況の「⾒える化」

○ 策定済の6,350事業のうち、改定済の事業は2,137事業（33.7％）、
令和７年度までに改定予定の事業は3,633事業（57.2%）であり、こ
れらを合わせると、既に改定済の事業を含め、令和７年度までに5,770
事業（90.9%）が改定予定。

経営戦略の改定状況

経営戦略の策定・改定の促進

○ 6,491事業(※)のうち、策定済の事業は6,350事業（97.8％）、
未策定の事業は141事業（2.2%）となっている。

経営戦略の改定状況（令和６年３⽉31⽇時点） （単位︓事業）経営戦略の策定状況（令和６年３⽉31⽇時点） （単位︓事業）

※ 事業数には、地⽅債の償還のみの事業や廃⽌（予定）事業などを含まない。

○ 令和２年度までの策定を要請（平成28年１⽉） ○ 令和７年度までの改定を要請（令和３年１⽉、令和４年１⽉）

○ 毎年度調査を実施し、策定・改定状況を総務省ＨＰにおいて公表することにより、「⾒える化」を推進。（令和６年度は10⽉に公表）

1,729 (99.1%) 16 (0.9%) 1,745 (100.0%)

う ち 上 水 道 1,287 (99.3%) 9 (0.7%) 1,296 (100.0%)

う ち 簡 易 水 道 442 (98.4%) 7 (1.6%) 449 (100.0%)

139 (96.5%) 5 (3.5%) 144 (100.0%)

75 (92.6%) 6 (7.4%) 81 (100.0%)

84 (94.4%) 5 (5.6%) 89 (100.0%)

18 (100.0%) 0 (0.0%) 18 (100.0%)

84 (93.3%) 6 (6.7%) 90 (100.0%)

126 (89.4%) 15 (10.6%) 141 (100.0%)

33 (86.8%) 5 (13.2%) 38 (100.0%)

179 (90.9%) 18 (9.1%) 197 (100.0%)

212 (85.8%) 35 (14.2%) 247 (100.0%)

151 (93.2%) 11 (6.8%) 162 (100.0%)

3,520 (99.5%) 19 (0.5%) 3,539 (100.0%)

6,350 (97.8%) 141 (2.2%) 6,491 (100.0%)

合計②未策定①策定済

観 光 施 設

宅 地 造 成

駐 車 場

下 水 道

合 計

電 気

ガ ス

港 湾 整 備

市 場

と 畜 場

水 道

工 業 用 水 道

交 通

　事業数（構成比） 　事業数（構成比）　事業数（構成比）

545 (31.5%) 1,013 (58.6%) 1,558 (90.1%) 135 (7.8%) 36 (2.1%) 1,729 (100.0%)

う ち 上 水 道 478 (37.1%) 688 (53.5%) 1,166 (90.6%) 93 (7.2%) 28 (2.2%) 1,287 (100.0%)

う ち簡易 水道 67 (15.2%) 325 (73.5%) 392 (88.7%) 42 (9.5%) 8 (1.8%) 442 (100.0%)

53 (38.1%) 61 (43.9%) 114 (82.0%) 21 (15.1%) 4 (2.9%) 139 (100.0%)

23 (30.7%) 43 (57.3%) 66 (88.0%) 9 (12.0%) 0 (0.0%) 75 (100.0%)

19 (22.6%) 53 (63.1%) 72 (85.7%) 8 (9.5%) 4 (4.8%) 84 (100.0%)

8 (44.4%) 8 (44.4%) 16 (88.9%) 1 (5.6%) 1 (5.6%) 18 (100.0%)

9 (10.7%) 61 (72.6%) 70 (83.3%) 12 (14.3%) 2 (2.4%) 84 (100.0%)

8 (6.3%) 79 (62.7%) 87 (69.0%) 36 (28.6%) 3 (2.4%) 126 (100.0%)

3 (9.1%) 20 (60.6%) 23 (69.7%) 9 (27.3%) 1 (3.0%) 33 (100.0%)

16 (8.9%) 103 (57.5%) 119 (66.5%) 52 (29.1%) 8 (4.5%) 179 (100.0%)

42 (19.8%) 121 (57.1%) 163 (76.9%) 34 (16.0%) 15 (7.1%) 212 (100.0%)

8 (5.3%) 106 (70.2%) 114 (75.5%) 31 (20.5%) 6 (4.0%) 151 (100.0%)

1,403 (39.9%) 1,965 (55.8%) 3,368 (95.7%) 129 (3.7%) 23 (0.7%) 3,520 (100.0%)

2,137 (33.7%) 3,633 (57.2%) 5,770 (90.9%) 477 (7.5%) 103 (1.6%) 6,350 (100.0%)

③改定予定

（令和８年度以降）
④未定 合計①改定済

小計

（①＋②）

②改定予定
（令和６年度

～７年度）

合 計

と 畜 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

駐 車 場

下 水 道

交 通

電 気

ガ ス

港 湾 整 備

市 場

事業数（構成比） 事業数（構成比） 事業数（構成比）

水 道

工 業 用 水 道

事業数（構成比） 事業数（構成比）事業数（構成比）

公営企業の経営戦略の改定の推進について
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① 今後の⼈⼝減少等を加味した料⾦収⼊の的確な反映
② 減価償却率や耐⽤年数等に基づく施設の⽼朽化を踏まえた将来における所要の更新費⽤の的確な反映
③ 物価上昇等を反映した維持管理費、委託費、動⼒費等の上昇傾向等の的確な反映
④ ①②③等を反映した上での収⽀を維持する上で必要となる経営改⾰（料⾦改定、広域化、⺠間活⽤・効率化、事業廃⽌等）

の検討
○ なお、現在、経営戦略の策定を要件としている⽔道事業の⾼料⾦対策、⽔道管路耐震化事業、旧簡易⽔道施設（浄⽔場、管
路等）の建設改良事業及び下⽔道事業の⾼資本費対策に係る地⽅財政措置について、令和８年度から、上記の①〜④の取組
を盛り込んだ経営戦略の改定を要件とする予定。

「経営戦略」の改定推進について（令和４年１月25日付け公営企業三課室長通知）

令和７年度の公営企業等関係主要施策に関する留意事項について（令和７年１月24日付け公営企業三課室事務連絡）

○ 賃⾦や物価の上下動などの社会経済情勢の変化への的確な対応や、情報通信技術や新技術の活⽤などの効率化・経営健全化
の取組が重要である。物価⾼騰の影響のほか、DX・GXの取組についても、経営戦略に適切に反映させること。

○ テレワークの普及等の⾏動変容が⼀定程度定着していることから、このような新たな経営環境を踏まえた改定を⾏うことも重要であ
ること。

○ 新たに事業を開始した等の理由により、令和３年度以降に経営戦略を策定した事業においても、経営環境の変化等に伴う経営戦
略と実績との乖離検証を⾏い、改定に係る取組を適切に進めること。

○ 経営戦略の⾒直しに当たっては、特に、次の①〜④の事項を投資・財政計画に盛り込むことが持続可能なサービスの提供に不可
⽋であること。
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ＰＰＰ/ＰＦＩ包括的民間委託指定管理者制度広域化等（※２）
公営企業型地方
独立行政法人（※１）

民営化・民間譲渡事業廃止

１２ 件３５ 件１１ 件１００ 件０ 件９ 件９７ 件

市区町村
都道府県
・政令市

市区町村
都道府県
・政令市

市区町村
都道府県
・政令市

市区町村
都道府県
・政令市

市区町村
都道府県
・政令市

市区町村
都道府県
・政令市

市区町村
都道府県
・政令市

８ 件４ 件３５ 件０ 件１１ 件０ 件９０ 件１０ 件０ 件０ 件８ 件１ 件９３ 件４ 件

水道 ３

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ０

下水道 ７

簡易水道 ０

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ２

観光 ０

介護サービス ０

その他 ０

水道 １０

工業用水道 １

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ０

下水道 ２２

簡易水道 ０

港湾整備 ０

市場 １

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 １

介護サービス ０

その他 ０

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ３

下水道 ０

簡易水道 ０

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ２

観光 ３

介護サービス ３

その他 ０

水道 ２５

工業用水道 １

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ３

下水道 ６６

簡易水道 ３

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 １

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ０

介護サービス ０

その他 １

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ０

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ０

下水道 ０

簡易水道 ０

港湾整備 １

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ５

介護サービス ３

その他 ０

水道 １

工業用水道 ０

交通 １

電気 １

ガス ０

病院 ５

下水道 ２５

簡易水道 ８

港湾整備 ２

市場 １

と畜場 ０

宅地造成 ２１

有料道路 ０

駐車場 ２

観光 １２

介護サービス １８

その他 ０

○各公営企業において、その事業の特性に応じた抜本的な改革の取組が進められている。
○令和５年度において、広域化等１００件、事業廃止９７件、包括的民間委託３５件などの取組が実施されている。

合計

２６４件

（※１）公営企業型地方独立行政法人については、地方独立行政法人法により、その経営できる事業が定められている。
（※２）広域化等とは、事業統合をはじめ施設の共同化・管理の共同化などの広域的な連携、下水道事業における最適化などを含む概念。

事業統合を行った場合は、統合される事業は事業廃止、統合する事業は広域化等として計上している。
（※３）都道府県・政令市及び市区町村には、それぞれが加入する一部事務組合及び広域連合が含まれる。
（※４）民営化・民間譲渡等、他の事業に統合せずに事業廃止となる場合は、１つの取組をそれぞれの類型に計上している。
（※５）※４のほか、１つの事業で複数の取組を行った事例が存在する。事業数ベースでは合計255事業となる。

（令和４年度実績 ２７０件）

公営企業の抜本的な改革等の推進について
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○公営企業の抜本的な改革等の先進・優良事例の横展開を図るため、「地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例
集」を平成29年３月に作成・公表し、毎年度更新。

○令和５年３月、公営企業の経営環境の変化（新型コロナウイルス感染症や物価高騰への対応、DX・GXの推進など）を踏まえ、新たに、「公営企業
の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集」（以下「事例集」という。）を作成・公表。

○ 抜本的な改革を含む12の取組類型（事業廃止、民営化・民間譲渡、公営企業型地方独立行政法人、広域化等、指定管理者制度、包括的民間委託、PPP/PFI、

DX、GX、公営企業会計の適用、経営戦略の改定及びその他）について、各地方団体から提出いただいた合計362事例を掲載。（令和6年10月時点）

○ １事例当たり１ページで掲載するとともに、重要箇所を赤字下線で強調することで、取組の全体像・ポイントをわかりやすく表示。

○ 可能な限り数値を用いて定量的に記載することで、取組の効果を具体的に表示。

取組の概要を表す図

団体名

事例名

取組類型 事業名

担当部署

・公営企業の規模を示す情報

公営企業情報

取組のスケジュール

・取組開始後の新たな課題
・今後の予定

今後の展望・取組を成功させるために工夫
した点

・他の公営企業において特に参
考となる点

取組のポイント

◆総事業費
・取組に要した事業費
◆背景
・公営企業が直面していた課題
・取組開始までの経緯
◆具体的内容
・導入した施設・設備など取組
の詳細な説明

◆効果
・定量的・定性的な効果

取組の概要

事例集の特徴

＜掲載例＞

概要

「公営企業の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集」について
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公営企業会計の適用の更なる推進について

○ 地方財政措置（Ｒ10年度まで）

・ 公営企業会計適用債

・ 都道府県が行う市町村への支援に係る地方交付税措置

○ 人的支援

・ 経営・財務マネジメント強化事業によるアドバイザー派遣

・ 電話相談体制の構築

○ 技術的支援

・ マニュアル・Q&A集等

主な支援方策

○ 以下の地方財政措置等について、公営企業会計の適用を
要件とする

・ 下水道事業の高資本費対策 （R６年度決算に基づく算定から）

・ 簡易水道事業の高料金対策 （R６年度決算に基づく算定から）

・ 資本費平準化債 （※）

※ 下水道事業及び簡易水道事業についてはR７年度から

その他の事業についてはR11年度から

地方財政措置等の要件化

公営企業会計適用の取組

○ 急速な人口減少等による料金収入の減少

○ 施設・管路等の老朽化に伴う更新需要の増大

○ 国・地方を通じた厳しい財政状況

公営企業会計適用の必要性
○ 公営企業が必要な住民サービスを将来にわたり安定的に提供し
ていくためには、中長期的な視点に基づき経営を行う必要がある

○ 将来にわたり持続可能な経営を行うには、適切な原価計算に基
づき料金を設定する必要があり、そのためには、公営企業会計の
適用により得られる情報が必須である

現状

○ これまで重点的に適用を要請してきた下水道事業及び
簡易水道事業について、98.4％の事業が適用済（※）

○ 一方、その他の事業については、 18.0％の事業が適用
見込み（※）となっており、一層の取組の推進が必要

※ R6.4.1時点の取組状況

令和６年１月22日付け自治財政局長通知

○ 適用が完了していない下水道事業及び簡易水道事業
について、早急な適用を要請

○ その他の事業について、できる限り適用を要請
（特に、資産規模が大きく、多額の更新投資を要する事業については、

積極的に移行を検討）
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○ 概要：公営企業会計適用に要する経費について、地方債（公営企業会計適用債）を充当した場合に、その元利償還金の一部
を一般会計からの繰出しの対象とし、当該繰出しについて地方交付税措置

○ 対象経費：地方公営企業法の財務規定等の適用に要する経費（基礎調査・基本計画等策定経費、資産評価・資産台帳作成
経費、財務会計システム導入経費並びに財務規定等を適用した日の属する年度から当該年度の翌々年度までの
間における会計処理及び財務諸表の作成に要する経費等をいう。ただし、財務規定等の適用に係る事務に従事
する職員の給料等は原則として含まれない。）
※ 財務規定等を適用した１年目から３年目までにおける決算書類の作成等に係る外部委託費も対象となる。

○ 財政措置：
－ 簡易水道事業 ：元利償還金の55％に繰出し、元利償還金の55％に普通交付税措置
－ 下水道事業 ：元利償還金の一部に繰出し、元利償還金の21～49％に普通交付税措置
－ 上記以外の事業：元利償還金の50％に繰出し、繰出額の50％に特別交付税措置

（都道府県・指定都市については財政力補正あり）
○ 対象期間：令和10年度まで

１． 公営企業会計の適用に要する経費に係る地方財政措置

２． 都道府県が行う市町村への支援に係る地方財政措置

○ 概要：都道府県が行う市町村の公営企業会計適用の取組への支援に要する経費について、普通交付税措置

○ 対象経費：会議・研修会等の開催、市町村を対象とした個別相談の実施、個別市町村との連絡調整（職員派遣等）、専門人
材養成（研修実施費等）に要する経費

○ 対象期間：令和10年度まで

３．公営企業会計適用前後の資本費平準化債の発行可能額に係る激変緩和措置

○ 概要：公営企業会計の適用に伴い資本費平準化債の発行可能額が減少する場合について、激変緩和措置を講ずる
○ 措置内容：令和７年４月１日までに会計適用する下水道事業及び簡易水道事業並びに令和11年４月１日までに会計適用する

その他の事業について、３年間にわたって激変緩和措置を実施（会計適用後の発行可能額が非適用の場合の算
定方法に基づく発行可能額を下回る場合、差額に一定率を乗じた額を加算） 35
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第三セクター等の経営健全化の推進について

【第三セクター等の経営健全化等に関する指針】
○ 第三セクター等は、経営が著しく悪化した場合、地⽅公共団体の財政に深刻な影響を及ぼすことが懸念される。そのため、平成21年の
地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律の全⾯施⾏以来、第三セクター等の抜本的改⾰を推進し、経営健全化に⼀定の成果。
○ 引き続き、各地⽅公共団体において、関係を有する第三セクター等について経営健全化に取り組むこととしている。（平成26年８⽉５
⽇付け総財公第101号総務⼤⾂通知、平成26年８⽉５⽇付け総財公第102号⾃治財政局⻑通知）
【第三セクター等の経営健全化⽅針】
○ 特に、相当程度の財政的なリスクが存在する第三セクター等と関係を有する各地⽅公共団体に対しては、経営健全化⽅針を策定・
公表するとともに、毎年度、策定した⽅針に基づく取組状況の公表を要請。（令和元年７⽉23⽇付け総財公第19号公営企業課⻑通知）
○ 策定した⽅針に基づく経営健全化の進捗状況については、継続的かつ定期的に把握し、評価を⾏っていく必要。評価の結果、策定した
⽅針と実績が乖離している場合は、当該⽅針の⾒直しを⾏うなど、財政的なリスクの解消に向けて適切に取り組むこと。（令和７年１⽉
24⽇付け公営企業三課室事務連絡など）

第三セクター等の経営健全化の推進

第三セクター等のうち、当該地⽅公共団体の出資（出えんを含む。）割合が25％以上である
法⼈、当該地⽅公共団体が損失補償、債務保証、短期貸付け及び⻑期貸付けを⾏っている
法⼈で、次の①から③までのいずれかに該当する法⼈と関係を有する地⽅公共団体等
① 債務超過法⼈
② 実質的に債務超過である法⼈
a 事業の内容に応じて時価で評価した場合に債務超過になる法⼈
b ⼟地開発公社のうち、債務保証⼜は損失補償の対象となっている保有期間が５年以
上の⼟地の簿価総額が、当該地⽅公共団体の標準財政規模の10％以上の公社

③ 当該地⽅公共団体の標準財政規模に対する損失補償、債務保証及び短期貸付けの合
計額の⽐率が、当該地⽅公共団体の実質⾚字⽐率の早期健全化基準相当以上の法⼈

経営健全化⽅針の策定を要する地⽅公共団体
⽅針に基づく
取組を実施

取組状況を
公表

・取組の着実な実施

⽅針の策定・
公表

※総務省において、毎年度、経営健全化⽅針の策定状
況や取組状況を調査し、ＨＰで公表。

【事例集の活⽤】
○ 地⽅公共団体における第三セクター等の効率化・経営健全化や第三セクター等を活⽤した地域活性化等に係る取組に当たっては、現
在公表している「第三セクター改⾰等先進事例集」や、「第三セクター等に関する参考事例集」を積極的に活⽤すること。（令和７年１⽉
24⽇付け公営企業三課室事務連絡）

・進捗状況を評価し、必要に応じて
⽅針を⾒直し
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令和７年度「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」
～ 総務省と地方公共団体金融機構の共同事業 ～

○ ⼈⼝減少が進展する⼀⽅で、インフラ資産の⼤規模な更新時期を迎える中、財政・経営状況やストック情報等を的確に把握し、「⾒える化」し
た上で、中⻑期的な⾒通しに基づく持続的な財政運営・経営を⾏う必要性が⾼まっている
○ しかしながら、地⽅公共団体においては、⼈材不⾜等のため、こうした経営・財務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が不⾜し、⼩規模市町村を
中⼼に公営企業の経営改⾰やストックマネジメント等の取組の推進に困難を伴っている団体もあるところ

地⽅公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地⽅公共団体⾦融機構の共同事業
として、団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣

事業概要
（１） ⽀援分野
○ 公営企業・第三セクター等の経営改⾰
・ ＤＸ・ＧＸの取組
・ 経営戦略の改定・経営改善
・ 公⽴病院経営強化プランの改定・経営強化の取組
・ 上下⽔道の広域化等
・ 第三セクター等の経営健全化
○ 公営企業会計の適⽤

○ 地⽅公会計の整備・活⽤
○ 公共施設等総合管理計画の⾒直し・実⾏
○ 地⽅公共団体のＤＸ（消防防災ＤＸなど）
○ 地⽅公共団体のＧＸ
○ 地⽅公共団体間の広域連携
（公共施設の集約化等、専⾨⼈材の確保、事務の共同実施）

○ ⾸⻑・管理者向けトップセミナー

事業のポイント
① アドバイザーは、⾃治体職員・OB、公認会計⼠、学識経験者等の専⾨的な⼈材が務め、それぞれの団体が選択
② アドバイザーの派遣経費（謝⾦、旅費）は、地⽅公共団体⾦融機構が負担し（団体の負担なし）、直接⽀払う

（２） ⽀援の⽅法

啓発・研修事業課題対応アドバイス事業 課題達成⽀援事業

都道府県が市区町村等に対する研修会・
相談会を開催する場合に、講師として派遣

上記の⽀援分野について、アドバイスを必要
とする団体の要請に応じて派遣

都道府県に派遣個別の地⽅公共団体に派遣

上記の⽀援分野に係る特定の課題の達成
が困難となっている団体に対して、アドバイ
ザーの活⽤を個別に要請

※ 下線部は、R7に⽀援分野の創設等を⾏うもの
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アドバイザーの推薦締切１月24日

課題達成支援事業の対象団体・公営企業及び
派遣申請の１次照会等の通知

２月下旬

１次派遣申請締切３月下旬

アドバイザーの派遣開始４月以降

派遣申請の２次照会４月上旬

２次派遣申請締切６月下旬

派遣申請の３次照会７月上旬

３次派遣申請締切９月下旬

派遣申請の４次照会10月上旬

４次派遣申請締切12月下旬
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